
アンケート結果で見る求人票作成活用術

令和７年２月 ハローワーク長岡 求人部門

求人者のみなさまへ

～求職者の注目ポイント強化で充足率UP!!～ Ver.2
【フルタイム版】



求職者が応募する求人を選択するうえで、どの情報を重視しているのかという傾向と、求職者
が求人情報を入手するため、ハローワークの求人検索機能をどのように利用しているかを把握す
ることにより、求職者の動向やニーズを踏まえた求人票の作成を求人者に提案するなど効果的な
求人コンサルティング等の実施につなげ、より的確な求人者と求職者のマッチングを推進するこ
とを目的としています。

アンケート目的

アンケート概要

■実施時期：令和６年６月２６日(水）～７月５日(金）
■調査方法：紙媒体による調査（ハローワーク来所者へアンケート用紙の配布）
■調査対象：ハローワーク長岡（ハローワークプラザ長岡含む）の求職者

回答者割合

回答数：２５８

年齢別 男女別

１



■フルタイム希望の求職者が最も重視する
項目は「仕事内容」
求職者が求人に応募する上で最も重視している項目は「仕事

内容（３１.９％)」、次いで「職種（１８.７%)」という結果と
なりました。

仕事内容欄を充実させる、職種欄を的確に活用する、後述す
る求職者ニーズを取込むといった工夫をし、求職者に興味を
持ってもらうことで、応募に繋がる可能性が高くなることが分
かりました。

アンケート結果要旨

２

■求職者は求人票等を数件程度しか閲覧していない
ハローワークインターネットサービスで希望条件から検索し

一覧表示される求人情報のうち、求人票等を閲覧している割合
は「数件程度」が最も多いとの結果となりました。
当該数件程度に含まれるためには、検索結果一覧に表示され

る項目を特に意識し充実させることで求職者にPRすることが重
要であることがわかりました。



ＰＣ

ハローワーク
設置端末

Q１.求人票で最も重視している項目
ハローワークの求人をご覧になり応募するうえで、次のうち、最も重視している項目はどれですか？

「仕事内容｣｢職種」
を重視をしている

募集条件は変えられなくて
も仕事内容、職種欄は情報
量・記載内容で求人票の魅
力を向上させる事ができる

求職者が最も重視・注目して
いる仕事内容、職種欄を活用
して求職者にPRする事が求
められる

３

フルタイムを希望する求職者は、賃金と同程度休日を重
視していることもわかる。

事業所名 職種 就業場所 仕事内容 賃金
退職金・
企業年金

就業時間 休日 年齢 求人数
選考方法・
提出書類

合計

20歳未満 3 3
20代 1 12 12 21 12 5 12 75
30代 5 8 17 10 3 16 1 1 61
40代 13 3 17 10 2 5 4 54
50代 14 6 16 3 3 2 2 46
60代 4 2 8 0 0 2 1 17

70歳以上 1 1
1 48 31 82 35 2 16 36 5 1 0

(0.4%) (18.7%) (12.1%) (31.9%) (13.6%) (0.8%) (6.2%) (14.0%) (1.9%) (0.4%) (0.0%)
合計 257



Q２.求職者が考える仕事内容欄に詳しく記載して欲しいこと
ハローワークの求人の仕事内容欄に詳しく記載して欲しいことは何ですか？（３つまで選択可としています）

１日の具体的な業
務量や入社時・未
経験職への不安を
払拭したい情報を
求めている

求職者が注目する
仕事内容欄にこれら
の求職者ニーズを記
載して、関心を持っ
てもらうことが重要
である

４

１日の
業務量

業務使用
機械

最初の
仕事内容

未経験（平
均期間）

未経験
（教育・
支援）

立ち座り
仕事

同じ作業
人数

力仕事
の有無

取り扱い
商品

その他 合計

20歳未満 1 2 2 2 7
20代 46 7 27 20 40 7 13 10 3 4 177
30代 35 8 21 10 34 4 15 9 7 2 145
40代 41 11 23 18 23 7 14 3 9 149
50代 24 8 15 18 14 4 12 2 6 2 105
60代 9 1 8 5 9 0 2 2 2 0 38

70歳以上 0 0
156 37 94 73 120 22 56 26 29 8

(25.1%) (6.0%) (15.1%) (11.8%) (19.3%) (3.5%) (9.0%) (4.2%) (4.7%) (1.3%)
合計 621



Q３.ハローワークの求人の条件以外で知りたい内容は何か
ハローワークの求人の条件以外で知りたい内容についてお伺いします（３つまで選択可としています）。

５

１日の就業スケ
ジュールを知りた
いという回答が約
２３％に上る
次いで職場の年齢
層も重視している

求人条件以外でも
これらの求職者
ニーズを記載し、
魅力的な求人票を
作成する

１日スケ
ジュール

職場の
年齢層

退社時間
の目安

求める
人材像

資格取得
補助

正社員登
用可能性

有給休暇
従業員
定着

退職金
支給基準

その他 合計

20歳未満 1 2 1 4
20代 39 39 23 30 12 6 28 9 2 1 189
30代 33 22 21 23 8 12 22 5 5 151
40代 31 18 7 23 14 11 14 9 9 1 137
50代 27 19 8 14 4 6 7 12 6 1 104
60代 10 4 3 6 2 1 8 2 36

70歳以上 1 0 0 0 1
142 102 62 98 40 36 80 37 22 3

(22.8%) (16.4%) (10.0%) (15.8%) (6.4%) (5.8%) (12.9%) (5.9%) (3.5%) (0.5%)
合計 622



Q４.ハローワークインターネットサービスの利用方法は
ハローワークインターネットサービスはどのツールで利用・閲覧していますか？

６

スマホ・
タブレット

ＰＣ
ハローワー
ク設置端末

見ていない 合 計

20歳未満 1 1 2
20代 48 6 7 14 75
30代 40 8 4 4 56
40代 28 12 4 5 49
50代 17 13 9 3 42
60代 6 2 4 4 16

70歳以上 1 1
140 41 29 31

(58.1%) (17.0%) (12.0%) (12.9%)
合 計 241

４０代以下はスマ
ホ・タブレットで
利用している割合
が高い

特に若年層を募集す
る場合は、スマホ等
で自社求人がどのよ
うに見られているの
かチェックする必要
がある

スマホ・タブレットのみ ６４.０%

スマホ・タブレットのみ ７１.４%

スマホ・タブレットのみ ５７.１%
スマホ・タブレット
のみ ４０.５%
スマホ・タブ
レットのみ ３７.５%



Q５.ハローワークの求人をどの程度詳細まで確認しているか
ハローワークインターネットサービスの求人について、さらに詳しく求人内容を閲覧していますか？
（求人情報一覧からどの程度求人票等の詳細をみていますか？）

７

閲覧して
いない

数件
程度

概ね
３割

概ね
５割

概ね
８割

全て
閲覧

合計

20歳未満 1 1 2
20代 2 43 4 3 4 2 58
30代 5 31 7 3 1 5 52
40代 6 25 4 0 3 5 43
50代 4 16 1 4 7 1 33
60代 5 5 2 1 13

70歳以上 0
23 121 18 11 15 13

(11.4%) (60.2%) (9.0%) (5.5%) (7.5%) (6.5%)
合計 201

閲覧せず＋数件程度 ７７.６%

閲覧せず＋数件程度 ６９.２%

閲覧せず＋数件程度 ７２.１%

閲覧せず＋数件程度 ７６.９%

閲覧せず＋数件程度 ６０.６% 約７１％の求職者は求人票等を数件
程度しか閲覧していない。このため、
検索結果一覧に表示される項目を特
に意識し充実させることで求職者に
PRすることが重要である。

下図が求人検索した後に表示される検索結果一覧。
あくまで一覧のため情報量は少ないが…



Q６.フリーワード検索の活用状況

Q７.フリーワード検索で検索するワード

「フリーワード検索」の活用状況を教えてください。
参考：検索対象は｢職種｣｢仕事内容｣｢必要な経験等｣｢必要な免許・資格｣｢事業内容｣｢求人に関する特記事項｣の欄）

「フリーワード検索」にて検索する主な検索ワードを教えてください。（例：職種名（事務、営業）、就業場所（駅名、地名）、シニア、未経験、Ｗワー
ク、扶養の範囲、在宅勤務、英語） ※自由回答

【参考】検索に使用するワードランキング

※1 具体的な職種の回答は職種名としてカウント

※2 具体的な地名・駅名の回答は就業場所としてカウント

８

順位 フリーワード 回答数

1 職種名 32

2 就業場所 12

3 未経験 6

4 事業所名 4

5 在宅勤務、テレワーク 2

常に活用している 活用する場合がある 活用していない
フリーワード検索

機能の存在を
知らなかった

合計

20歳未満 1 1 2
20代 4 30 18 8 60
30代 5 19 28 1 53
40代 6 21 12 3 42
50代 4 12 13 4 33
60代 2 3 8 0 13

70歳以上 1 1
21 85 81 17

(10.3%) (41.7%) (39.7%) (8.3%)
合計 204

常時活用＋活用する場合がある ５６.７%

常時活用＋活用する場合がある ４５.３%

常時活用＋活用する場合がある ６４.３%

常時活用＋活用する場合がある３８.５%

常時活用＋活用する場合がある ４８.５%

職種、仕事内容、求人に関する特記事
項欄に「未経験」など検索されやすい
ワードと、その関連情報を追加し、求
人票・事業所のPRをすることも有効
である。



アンケート結果から、以下３点を提案します

１ 仕事内容欄の充実

９

２ 職種欄の的確な活用

３ 求職者ニーズの求人票、事業所情報への記載

① 検索結果一覧に含まれるため、情報量を充実させる、求職者ニーズを追記する
→求職者は不安が解消され、また就労イメージが湧きやすくなる

② 最初の３行を最大限に活用する→求職者の関心を集め、求人票等の情報をみてもらう
③ 「応募前見学可能」と表記する→求職者は不安が解消され、就労イメージが湧きやすくなる

※求人者の皆様には出来るだけ応募前見学の受入れをお願いします※

① この欄も検索結果一覧に含まれるため、求職者が注目している。単に職種名のみを記載するのではなく、
求職者が重視している項目で自社がPRできることや求職者ニーズなどで興味を引くキーワードを追記し、
効果的に求職者にPRする

② キーワードは雇用形態、年齢層別に整理したアンケート結果を参考に、自社がPRできる情報を選択して
記載することが効果的である

① 仕事内容欄には「１日の具体的な業務量」「最初に覚える仕事内容」「未経験者が仕事を覚えるまでの
平均期間」「未経験者が仕事を覚えるための会社の教育、支援内容」などの求職者ニーズがあることが
わかった

② 求人条件以外では「１日の就業スケジュール」「職場の年齢層」「採用したい人材像」「有給休暇の取得
率」などの求職者ニーズがあることがわかった

③ ①、②を仕事内容欄、職種欄に記載しつつも、記載しきれない場合や他の欄に記載した方が求職者にPR
しやすいと考えられる場合は、求人票の「求人に関する特記事項」欄や求人票入力画面の「求人PR情報」、
または事業所登録情報入力画面の「事業内容」「会社の特長」「事業所PR情報」欄を活用して記載する



１ 仕事内容欄の充実

１０

① 求職者は仕事内容欄を最も重視・注目している。正確さ、わかりやすさ、仕事内容の詳細な表記
に加えて、「１日の具体的な業務量」や「入社時・未経験職への不安を払拭する内容」等の求職者
ニーズに応えることで、求職者は不安が解消され、入社後の就労イメージが湧き応募しやすくなる。
また、仕事内容をわかりやすく記載するために「job tag（ジョブタグ）」（職業情報提供サイト：
日本版O-NET）を参考にすると効果的である。

② 最初の３行（冒頭の３０文字×３行）のみが検索結果一覧に表示される（下図を参照）。このため
最初の３行に求人のポイント、最もPRしたいことを盛り込み、その後に具体的な仕事内容を記載
することが効果的である。

③ 本アンケートの中で記述はないが、「応募前見学」が可能な場合は、仕事内容欄に「応募前見学
可（ハローワークで相談後）」と記載するとなお効果的である。職場見学をした求職者は、その後
応募する可能性が高くなり、さらに採用に結びつくケースも多いためである。

既に説明したように、求職者の７１％は上図の求
人票等を数件程度しか見ていない（ほとんどが左
図の検索結果一覧しか見ない）。このため検索結
果一覧に表示される項目を特に意識し充実させる
ことで求職者にPRすることが重要となる。

＜ハローワークインターネットサービスの検索結果一覧＞ ＜求人票＞

「Job tag」
はこちらから



１１

２ 職種欄の的確な活用
「検索結果一覧に表示される項目を特に意識し充実させることで求職者にＰＲすることが重要」と繰り返し説明し
ているが、職種欄はスマホ等で検索しても検索結果一覧の先頭に表示され、求職者が注目している。そこで単に職
種名のみを記載するのではなく、自社がPRできることや求職者ニーズなど興味を引くキーワードを選択して追記
することで、効果的に求職者にPRすることができる。ちなみに表示されるのは２８文字以内である。

賃金をPRする場合の例
販売【インセンティブ手当充実】
休日をPRする場合の例
介護福祉士【土日祝日休み・夜勤なし】
看護師【年間休日○○○日】
就業時間をPRする場合の例
製品検査【残業はほぼなく定時退社できます】
求職者ニーズを取込む場合の例
一般事務【欠員募集ですが引継期間３ヶ月あり】
一般事務【同職種社員２名在籍、質問随時可能】
検査【同職種社員の約７割が未経験からスタート】
介護員【有給取得率８０％】
食品製造【育児中の方も多数在籍】
製品検査【平均年齢○○歳。幅広い年齢層が在籍】
配送【１日約○件配送。長岡市と近隣地域のみ】
就業場所をPRする場合の例
経理事務【長岡駅から徒歩５分。無料駐車場あり】（２３文字）

左の表は本アンケートQ1「求人票で最も重視
している項目は何か」に対する回答表である。

２０代、３０代では就業場所、賃金、休日を
最も重視している者も比較的多いことがわかる。

このため、長期勤続によるキャリア形成を図
る観点から、若年者等を期間の定めのない労働
契約の対象として募集する場合、この項目の中
から最もPRできる内容を選択し、職種欄に追記
することも有効である。

事業所名 職種 就業場所 仕事内容 賃金
退職金・
企業年金

就業時間 休日 年齢 求人数
選考方法・
提出書類

合計

20歳未満 3 3
20代 1 12 12 21 12 5 12 75
30代 5 8 17 10 3 16 1 1 61
40代 13 3 17 10 2 5 4 54
50代 14 6 16 3 3 2 2 46
60代 4 2 8 0 0 2 1 17

70歳以上 1 1
1 48 31 82 35 2 16 36 5 1 0

(0.4%) (18.7%) (12.1%) (31.9%) (13.6%) (0.8%) (6.2%) (14.0%) (1.9%) (0.4%) (0.0%)
合計 257



１２

３ 求職者ニーズの求人票、事業所情報への記載
Q2：求職者が考える仕事内容欄に記載してほしいこと Q3：ハローワークの求人条件以外で知りたいこと

２５.１%

１９.３%

２２.８%

１６.４%

① Q２では４人に１人が「１日の具体的な業務量」と回答し（左上）、またQ3の最も多い
回答は「１日の就業スケジュール」となっている（右上）。求職者のニーズが最も高い
この２項目を合わせて求人票に記載することで求職者が就労イメージを描きやすくなり、
効果的である（仕事内容欄に記載できればさらに効果的である）。

② 左上の赤グラフ、茶グラフの項目を仕事内容欄に記載してほしいとの求職者ニーズがある
ため、未経験者も含めて不安を解消し就労イメージが湧くようにすることが効果的である。

③ 右上の「職場の年齢層」「求める人材像や選考基準」「有給休暇の取得率」については、
１度事業所情報入力画面の「事業内容」「会社の特長」「事業所PR情報」欄に記載すると
すべての求人票または求人情報に反映されるため効率的である。

１５.１%
１１.８%

１２.９%

１５.８%



１３

【参考】有給休暇の取得率について 令和６年版「労働経済白書」から

有給休暇取得率は男女計
では８年連続で上昇して
おり、２０２３年調査
（２０２２年（令和４
年）の状況）は、１９８
４年の調査開始以降初め
て６割を超えた（左図
（１））。
左図（２）をみると、全
ての企業規模で取得率が
上昇している。かつ近年、
中小企業においても取得
率が上昇している。
左図（３）により、産業
別にみると、この１０年
間で、特に「医療、福
祉」「建設業」「卸売業、
小売業」「宿泊業、飲食
サービス業」等の取得率
が大きく上昇しているこ
とが分かる。

出典 厚生労働省「令和６年版 労働経済白書（労働経済の分析）」P61（令和６年１２月２３日に利用）
右上の緑枠内の要約は厚生労働省「令和６年版 労働経済白書（労働経済の分析）」P61 からハローワーク長岡が作成
https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/roudou/24/24-1.html



１４

【参考】有給休暇の取得率について 令和６年「就労条件総合調査」から

「令和５年」の有給
休暇取得率は６５．
３％である。

『就労条件総合調査』と
は？ 厚生労働省が毎年我
が国の主要産業で常時労働
者３０人以上を雇用する民
営企業を対象に、企業の労
働時間制度、賃金制度等に
ついて総合的に調査し、我
が国の民間企業における就
労条件の現状を明らかにす
ることを目的としています。

出典 厚生労働省「令和６年 就労条件総合調査」（令和６年１２月２６日に利用）

貴社の有給休暇取得
率がこれを上回って
いるならば求職者に
PRできる。

求人票に記載して発
信する。記載しなけ
れば求職者はわから
ない。

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/11-23c.html



１５

【参考】有給休暇の取得率について

出典 厚生労働省「令和６年 就労条件総合調査」（令和６年１２月２６日に利用）
https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/11-23c.html



１６

【参考】育児休業取得率の推移について 令和６年版「厚生労働白書」から

出典 厚生労働省「令和６年版 厚生労働白書」P１９９（令和６年１２月２３日に利用）



１７

【参考】OFF-JT(OFF the Job Training)について
（OFF-JT…企業の事業活動と区別して実施する座学・実技

OJT…的確な指導者による指導のもとで、企業内の事業活動の中で実施する実習）

令和４年度にOFF⁃JTを正社員または正
社員以外の社員に対して実施した事業
所は７２．６％である（左図上）。

受講したOFF⁃JTの役立ち度は正社員、
正社員以外共に「役に立った」「ど
ちらかというと役に立った」という
肯定的意見が９０％を超えている
（左図下）。

OFF-JTを実施している事業所は求人票の
中にOFF-JTの具体的内容を表記・発信す
ることで、求職者の関心をより集めやすく
なると考えられる。

出典 厚生労働省「令和５年度 能力開発基本調査」P14 P49（令和６年１２月２３日に利用）

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/104-05b.pdf

上の緑枠内の要約は 厚生労働省「令和５年度 能力開発基本調査」P14～P16、P45、P49を
もとにハローワーク長岡が作成（令和６年１２月２３日に利用）

記載例…入社後、２週間は業務から離れ、
本社（総務部）実施の新人研修を実施しま
す（いわゆるOFF⁃JTです）。主にビジネ
スマナーを習得する内容となっております。
このため未経験の方も安心してご応募くだ
さい。



１８

【参考】OFF-JT(OFF the Job Training)について

【注意】OFF⁃JTがOJTよりも優れているという話では決してなく、OFFｰJTを受講した社員の役立ち
度が前ページにあったように９０％を超える肯定的意見があるなかで、貴社がOFFｰJTを取り入れて
いる場合、求人票等に記載していないとしたら「もったいない」と言える。求職者は就職活動時には
各事業所の具体的教育・支援内容を重視し情報収集しているためである。

出典 厚生労働省「令和５年度 能力開発基本調査」P45 P46（令和６年１２月２３日に利用） https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/104-05b.pdf



１９

【参考】令和６年度『労働経済白書（労働経済の分析）』の２０１０年代
の人手不足局面とその背景についての分析を紹介します

過去半世紀でみると、１９７０年
代前半、１９８０年代後半～１９９
０年代前半、２０１０年代以降の３
期間で人手不足が生じている。

１９７０年代前半の人手不足は高
度経済成長期の末期にあり、労働力
の「超過需要」が主因である。

１９８０年代後半～１９９０年代
前半の人手不足にはサービス産業化
とフルタイム労働力の不足が寄与と
指摘し、またフルタイム労働者の労
働時間の短縮が進んだことも影響し
たと考えられる。

２０１０年代以降は、経済が回復
する中で人手不足が生じてきた。特
に２０１０年代以降の雇用情勢の改
善には経済のサービス化も影響した
可能性がある（サービス産業は雇用
吸収力が高いことが知られている）。
この期間の人手不足は、過去の局面
と比較して欠員率は低いものの求人
の充足が困難となっている。人口減
少の中で高齢化も進みつつあること
も踏まえ、２０１０年代の人手不足
は、「短期かつ流動的」であった過
去の局面と比べて「長期かつ粘着
的」である。

出典 厚生労働省「令和６年版 労働経済白書」概要版P6 （令和６年１２月２３日に利用）
https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/roudou/24/24-2.html

右の緑枠の要約は 厚生労働省「令和６年版 労働経済白書」P９４～P１４５をもとにハローワーク
長岡が作成（令和６年１２月２３日に利用）
https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/roudou/24/24-1.html



２０

【求職者とハローワークからのお願い】

○求人票の内容は正確に記載してください。
・求職者は求人票の内容を信じて選考に臨みます。そ
れなのに、選考時や内定後等に違う条件を提示された
ら、たとえ入社したとしても信頼関係を築くことは困
難になります。これは離職率の増加、ひいては評判の
低下に繋がりかねません。
・人手不足への対応では、求人票に貴社の良いところ
をPR・発信することが大切ですが、誇張したり、事
実でないことを記載することはいけません。引き続き
正確な内容を記載されるよう、よろしくお願いいたし
ます。
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